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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】便器内で発生した排便に伴う臭気成分とトイレ
ルーム内の壁面や床面に付着蓄積された臭気成分に対し
て、効果的に脱臭する衛生洗浄装置を提供する。
【解決手段】本体２００と、便座と、洗浄手段４００と
、便器内の空気に含まれる臭気成分を分解除去する脱臭
装置６００と、帯電微粒子水をトイレルーム空間に放出
する静電霧化装置８００と、人体検知センサと、着座検
知センサとを含み、脱臭装置６００は少なくとも着座検
知センサが着座した人体を検知している間に作動させ、
静電霧化装置８００は人体検知センサが人体を検知して
いない間に作動させることにより、用便中の臭気を脱臭
装置により脱臭し、静電霧化装置により壁面や床面に付
着している臭気成分を分解して臭気を除去することがで
き、トイレルーム内の臭気を長期間に亘り抑制すること
ができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　便器上に載置される本体と、
　前記本体に起倒自在に枢支された便座と、
　人体局部を洗浄する洗浄手段と、
　前記本体に内蔵され、前記便器内の空気を吸引し、前記空気に含まれる臭気成分を分解
除去する脱臭装置と、
　前記本体に内蔵され、水を静電霧化して生成した帯電微粒子水を前記本体よりトイレル
ーム空間に放出する静電霧化装置と、
　前記トイレルームに入室した人体を検知する人体検知センサと、
　前記便座に着座した人体を検知する着座検知センサと、を含み、
　前記脱臭装置は少なくとも前記着座検知センサが着座した人体を検知している間に作動
させ、前記静電霧化装置は前記人体検知センサが人体を検知していない間に作動させるこ
とを特徴とする、
衛生洗浄装置。
【請求項２】
　前記静電霧化装置は空気中の水分を結露させる結露水生成部を備え、
　前記結露水生成部で生成した水を静電霧化して帯電微粒子を生成することを特徴とする
、
　請求項１に記載の衛生洗浄装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はトイレルーム内の臭気成分の脱臭機能と細菌類の除菌機能を備えた衛生洗浄装
置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、トイレルーム内で発生する各種の臭気成分の脱臭やかび等の発生源となる細菌の
除菌の方法としては、排便に伴い便器内で発生する臭気の直接的な脱臭と、トイレルーム
内に拡散して壁や床に付着蓄積した臭気成分や細菌の分解除去の両面に対して実施されて
いる。
【０００３】
　排便に伴う臭気の脱臭方法としては、衛生洗浄装置に内蔵した送風機で吸引した便器内
の空気を多孔質の脱臭剤を通過させることにより、臭気成分を分解除去して脱臭した空気
をトイレルーム内に放出させている（例えば、特許文献１参照）。
【０００４】
　また、トイレルームの壁や床に付着蓄積した臭気成分や細菌類の分解除去の方法として
は、トイレルーム内の壁面に静電霧化装置を設置し、空気中の水分を結露させた水に高電
圧を印加することにより、ナノメータサイズの帯電微粒子水を生成してトイレルーム内に
放出し、壁や床面に付着した臭気成分や菌類を分解することにより脱臭および除菌してい
るものもある（例えば、特許文献２参照）。
【０００５】
　また、便器内の臭気の脱臭とトイレルーム内の臭気成分や菌類の脱臭および分解除去を
行うために、便座装置に霧化発生装置を内蔵し、霧化発生装置で発生したナノメータサイ
ズのミストを、便器内とトイレルーム内の両方に放出しているものもある（例えば、特許
文献３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－２１３７６２号公報
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【特許文献２】特開２００９－２９９４６６号公報
【特許文献３】特開２００５－１５５１５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、例えば、特許文献１の構成であれば、排便に伴う便器内で発生する臭気
を短時間に脱臭することが可能であるが、便器内から放散した臭気成分や便器外に飛散し
た小便等から発生する臭気に対する脱臭作用はないため、トイレルームの使用期間が長く
なれば臭気成分が蓄積されることにより臭気が強くなる。
【０００８】
　また、例えば、特許文献２の構成であれば、トイレルームの壁面や床面に付着した臭気
成分や細菌の分解除去は可能であるが、便器内で発生する臭気の除去に対しては効果がな
い。また、特許文献１の構成の衛生洗浄装置と組み合わせて使用した場合においても、２
個の装置が独立して動作するため相乗的な効果を期待することができず、無駄なエネルギ
ー消費につながる可能性がある。
【０００９】
　また、例えば、特許文献３の構成であれば、便器内とトイレルーム内の両方の臭気を脱
臭する機能を備えた構成であるが、便器内の臭気とトイレルーム内の臭気では、臭気成分
の量および臭気成分の割合が異なり、同一の脱臭手段で脱臭した場合、一方の脱臭性能が
十分に得られず満足できるものではない。また、便器内の脱臭においては、ミスとを便器
内に放出することにより便器内の臭気成分の一部を便器外に排出してしまうこともあり、
臭気成分がトイレルーム内に放散されることも懸念される。
【００１０】
　上記のように、便器内を含むトイレルーム内全体の脱臭を効果的に実施しようとした場
合、排便に伴う臭気とトイレルームに壁面や床面に付着した臭気は、臭気成分の量および
割合が異なり、また発生時期と脱臭処理すべき時間が異なるため、同一の脱臭手段および
独立した複数の脱臭手段で実施した場合、十分な効果を得ることができないという課題を
有していた。
【００１１】
　本発明は、前記従来の課題を解決するもので、便器内で発生した排便に伴う臭気成分と
トイレルーム内の壁面や床面に付着蓄積された臭気成分に対して、それぞれに効果の高い
脱臭方法をシステム的に作用させることにより、トイレルーム全体の脱臭を効果的に実施
する衛生洗浄装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前記従来の課題を解決するために、本発明の衛生洗浄装置は、便器上に載置される本体
と、本体に起倒自在に枢支された便座と、人体局部を洗浄する洗浄手段と、本体に内蔵さ
れ、便器内の空気を吸引し、空気に含まれる臭気成分を分解除去する脱臭装置と、本体に
内蔵され、水を静電霧化して生成した帯電微粒子水をトイレルーム空間に放出する静電霧
化装置と、トイレルームに入室した人体を検知する人体検知センサと、便座に着座した人
体を検知する着座検知センサとを含み、脱臭装置は少なくとも着座検知センサが着座した
人体を検知している間に作動させ、静電霧化装置は人体検知センサが人体を検知していな
い間に作動させることを特徴とする衛生洗浄装置である。
【００１３】
　これにより、使用者が便座に着座する用便および洗浄動作中は便器内の臭気を脱臭装置
により脱臭することにより、トイレルーム全体に悪臭が拡散することを抑制し、トイレル
ームの不使用時には静電霧化装置により帯電微粒子水をトイレルーム空間に放散すること
により、トイレルーム空間に浮遊している臭気成分や、壁面、天井面、床面に付着してい
る臭気成分を分解して臭気を除去することができ、トイレルーム内の臭気を長期間に亘り
抑制することができるものである。
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【発明の効果】
【００１４】
　本発明の衛生洗浄装置は、用便中に発生する臭気とトイレ空間に付着している臭気を効
果的に除去し、トイレルーム内の臭気を長期間に亘り抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の実施の形態１における衛生洗浄装置の外観を示す斜視図
【図２】本発明の実施の形態１における本体のカバーを取り外した状態の平面図
【図３】本発明の実施の形態１における本体のカバーを取り外した状態の側面図
【図４】本発明の実施の形態１における脱臭装置の断面図
【図５】本発明の実施の形態１における静電霧化装置の断面図
【図６】本発明の実施の形態１における静電霧化装置の静電霧化ユニットの断面図
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　第１の発明は、便器上に載置される本体と、前記本体に起倒自在に枢支された便座と、
人体局部を洗浄する洗浄手段と、前記本体に内蔵され、前記便器内の空気を吸引し、前記
空気に含まれる臭気成分を分解除去する脱臭装置と、前記本体に内蔵され、水を静電霧化
して生成した帯電微粒子水をトイレルーム空間に放出する静電霧化装置と、前記トイレル
ームに入室した人体を検知する人体検知センサと、前記便座に着座した人体を検知する着
座検知センサと、を含み、前記脱臭装置は少なくとも前記着座検知センサが着座した人体
を検知している間に作動させ、前記静電霧化装置は前記人体検知センサが人体を検知して
いない間に作動させることを特徴とする衛生洗浄装置である。
【００１７】
　これにより、使用者が便座に着座する用便および洗浄動作中は便器内の臭気を脱臭装置
により脱臭することにより、トイレルーム全体に悪臭が拡散することを抑制し、トイレル
ームの不使用時には静電霧化装置により帯電微粒子水をトイレルーム空間に放散すること
により、トイレルーム空間に浮遊している臭気成分や、壁面、天井面、床面に付着してい
る臭気成分を分解して臭気を除去することができ、トイレルーム内の臭気を長期間に亘り
抑制することができるものである。
【００１８】
　第２の発明は、特に、第１の発明において、前記静電霧化装置は空気中の水分を結露さ
せる結露水生成部を備え、前記結露水生成部で生成した水を静電霧化して帯電微粒子を生
成することを特徴とするものである。
【００１９】
　これにより、静電霧化装置は水の補給をする必要がなく、長期間に亘りメンテナンスフ
リーの状態で使用を継続することができる。
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。なお、この実施の
形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２１】
　（実施の形態１）
　図１は本実施の形態における衛生洗浄装置を便器上に設置した状態の外観の斜視図を示
し、図２は衛生洗浄装置の本体のカバーを取り外した状態の平面図を示し、図３は本体の
カバーを取り外した状態の左側の側面図を示すものである。
【００２２】
　＜１＞衛生洗浄装置の構成
　図１に示すように、衛生洗浄装置１００は、本体２００、便蓋２１０、便座２２０、リ
モートコントローラ３００、人体検知センサ３１０により構成され、本体２００、便蓋２
１０、便座２２０は一体で構成され便器１１０の上面に設置される。
【００２３】
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　なお、本実施の形態においては衛生洗浄装置１００の本体２００の設置側を後方、便座
２２０の設置側を前方とし、後方に向かって右側を右側、後方に向かって左側を左側とし
て各構成要素の配置を説明する。
【００２４】
　本体２００には、便蓋２１０および便座２２０が便座便蓋回動機構（図示せず）を介し
て開閉可能に取り付けられている。図１に示すように便蓋２１０を開放した状態において
は、便蓋２１０は衛生洗浄装置１００の最後部に位置するように起立する。また、便蓋２
１０を閉成すると便座２２０の上面を隠蔽する。便座２２０は便座ヒータ（図示せず）を
内蔵しており、便座の着座面が快適な温度になるように加熱する。
【００２５】
　本体２００の前面コーナー部には着座検知センサ２３０が設置してある。この着座検知
センサ２３０は反射型の赤外線センサであり、人体から反射された赤外線を検出すること
により便座２２０上に使用者が存在することを検知する。
【００２６】
　本体２００の右側には本体２００と一体に袖部２４０が突出して形成されており、袖部
２４０の上面には衛生洗浄装置１００の各機能を操作する複数の操作スイッチ２４１と表
示装置２４２が設置されており、袖部２４０の内部には静電霧化装置８００が内蔵されて
いる。
【００２７】
　リモートコントローラ３００には、複数の操作スイッチ３０１が設けられている。リモ
ートコントローラ３００は便座２２０上に着座した使用者が操作可能なトイレ室の壁面等
の場所に取り付けられ、衛生洗浄装置１００の各機能の操作を行う。
【００２８】
　人体検知センサ３１０はトイレ室の壁面等に取り付けられる。人体検知センサ３１０は
、反射型の赤外線センサであり、人体から反射された赤外線を検出してトイレ室内に使用
者が入室したことを検知する。
【００２９】
　本発明の衛生洗浄装置１００はトイレ室に使用者が存在しない場合は、便座ヒータへの
通電を停止、もしくは２０℃程度の低温に保温している。トイレ室に使用者が入室すると
、人体検知センサ３１０からの信号を受け、便座ヒータに通電を行う。便座ヒータは８０
０Ｗ程度の非常に高出力のヒータであり、使用者がトイレ室に入室してから便座に着座す
るまでの６秒から１０秒程度の間に、便座２２０の着座面を４０℃程度の適温に温める。
便座が適温に達した後は、便座ヒータへの通電を５０Ｗ程度の低ワットに下げ、適温を保
つ。使用者がトイレルーム内から出ると、便座ヒータへの通電を停止、もしくは２０℃程
度の低温保温となる。つまり、トイレルームに使用者がいないときの電力を大幅に削減し
た便座装置である。
【００３０】
　図２に示すように、本体２００の内部には、中央部に洗浄ノズルユニット４００が設置
されており、本体２００の右側には乾燥装置５００と脱臭装置６００と制御部７００等が
設置してある。また、本体２００の左側には、洗浄水供給機構４５０と熱交換器４６０と
静電霧化装置８００等が設置してある。洗浄ノズルユニット４００と洗浄水供給機構４５
０と熱交換器４６０とで人体局部を洗浄する洗浄手段を構成している。
【００３１】
　洗浄水供給機構４５０と熱交換器４６０は洗浄ノズルユニット４００に接続されており
、水道配管から供給される洗浄水を熱交換器４６０で加熱した温水を洗浄ノズルユニット
４００に供給し、洗浄ノズル４１０から使用者の局部に向けて温水を噴出し、使用者の局
部を洗浄するものである。
【００３２】
　洗浄ノズルユニット４００は、お尻を洗浄するお尻洗浄ノズル部と女性の局部を洗浄す
るビデノズル部を有する洗浄ノズル４１０と、洗浄ノズルを本体２００内に収容した収納
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位置と本体２００から突出して洗浄動作を行う洗浄位置との間を進退移動する駆動手段（
図示せず）と、熱交換器４６０からの洗浄水を洗浄ノズル４１０に切換えて供給する切換
弁（図示せず）等が一体に組み込まれている。
【００３３】
　乾燥装置５００は、洗浄ノズルユニット４００に近接して設置されている。乾燥装置５
００の噴出口は、使用者の局部を効果的に乾燥するため可能な限り本体２００の中央に配
置することが望ましく、ケーシング５１０の前方を中央に向けて湾曲させた形状を成して
いる。
【００３４】
　乾燥装置５００の後方には制御部７００が、側方には脱臭装置６００が設置されている
。脱臭装置６００は、便器１１０内の臭気を吸引するために、吸込口を本体２００の中央
に向けて湾曲させて設けてある。
【００３５】
　制御部７００は、リモートコントローラ３００に配置され操作スイッチ３０１の操作信
号と、人体検知センサ３１０および着座検知センサ２３０から送信される信号に基づいて
衛生洗浄装置１００の各部の動作を制御する。
【００３６】
　＜２＞脱臭装置の構成
　図４は本体に内蔵された脱臭装置の断面図を示すものである。
【００３７】
　脱臭装置６００は風路を形成するダクト６１０と、ダクト６１０の内部に配設され臭気
を脱臭する脱臭体ユニット６２０と、臭気を吸引するシロッコファンによる送風機６３０
とを主構成部材として構成されている。
【００３８】
　ダクト６１０の一端は本体２００の便器内に対向する底面に吸気口６１１を開口し、他
端は本体２００の後面に排気口６１２を開口している。ダクト６１０の吸気口６１１側か
ら脱臭体ユニット６２０と送風機６３０が順次配置されている。
【００３９】
　脱臭体ユニット６２０は本体２００の外面から着脱自在に装着されており、脱臭体ユニ
ット６２０はハニカム状の断面形状をしており、臭気物質を含んだ空気がハニカム孔の上
流側から下流側に通過する間に臭気物質が孔壁に吸着し脱臭体ユニット６２０の触媒作用
により分解除去される。
【００４０】
　脱臭体ユニットは、シリカ、アルミナ、カーボン等を主成分とするものであり、悪臭の
代表とされる腐卵臭の主な臭気成分である硫化水素や、タマネギやキャベツ等の腐敗臭の
臭気成分であるメチルメルカプタン等の臭気成分を触媒作用により分解除去を行う。
【００４１】
　上記構成の脱臭装置の動作、作用について次に説明する。
【００４２】
　使用者が便座２２０に着座すると、着座検知センサ２３０が着座を検知し、着座検知信
号により制御部７００は脱臭装置６００の送風機６３０の駆動を開始し、便器１１０内の
空気を吸気口６１１から矢印Ａ１に示すようにダクト６１０内に吸引し、ダクト内を矢印
Ａ２の方向に進み、矢印Ａ３で示すように脱臭体ユニット６２０のハニカム孔を通過し、
矢印Ａ４で示すように送風機６３０の吸引口から送風機６３０内に吸引され、送風機６３
０から吐出された空気は矢印Ａ５で示すように本体２００の底板に設けられた排気口６１
２から下方に向かって排出される。排出された空気は本体２００の底板と便器１１０の上
面に形成された間隙を通過して、本体２００の後方に排気される。
【００４３】
　この間、脱臭装置６００に吸引された臭気成分を含んだ空気は、脱臭体ユニット６２０
のハニカム孔を通過する間に、臭気成分がハニカム孔の孔壁に吸着され、脱臭体ユニット
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６２０の触媒作用により臭気成分が分解除去され、脱臭体ユニット６２０を通過後の空気
は臭気成分を除去されたほとんど無臭状態となり、排気口６１２からトイレルーム内に放
出される。
【００４４】
　使用者が用便を終了し、便座２２０から立ち上がり、着座検知センサ２３０が着座の検
知を終了してから所定時間（例えば１分間）経過後に制御部７００は送風機６３０の駆動
を停止する。
【００４５】
　上記のように、用便中に便器１１０内で発生する臭気成分のほとんどは、脱臭装置６０
０により分解除去されトイレルーム全体の臭気が拡散されることを効果的に抑制すること
ができる。
【００４６】
　＜３＞静電霧化装置の構成
　図５は静電霧化装置の断面図を示し、図６は静電霧化ユニットの正面図を示すものであ
る。
【００４７】
　図に示すように静電霧化装置８００は、風路を形成するケース８１０と、ケース８１０
の内部に配設され外気を吸引するシロッコファンによる送風機８２０と、帯電微粒子水を
生成する静電霧化ユニット８３０とを主構成部材として構成されている。
【００４８】
　ケース８１０は後方に送風機８２０を収容する送風機スペース８１１と、中央部に静電
霧化ユニット８３０を配置する静電霧化スペース８１２と、前方下方に略Ｌ字型に折れ曲
がったダクトスペース８１３が形成されており、ダクトスペース８１３の終端は吐出口８
１４として本体２００の前面下方よりルーバ８１５を介して開放されている。
【００４９】
　吸気口８２１は送風機８２０の回転中心と同軸に円形で設けられており、図２の矢印Ｂ
で示すように静電霧化装置８００の側面から吸気するようになっている。本体２００にカ
バー２０１を設置した場合、吸気口８２１は本体２００内に配置されることとなり、吸気
口８２１から吸気される空気は本体２００内の空気であり、本体２００内の空気は主に本
体２００の底板に設けられた間隙から流入する便器内の空気となる。
【００５０】
　静電霧化ユニット８３０は図６に示すように、空気中の水分を結露させて水を生成する
結露水生成部８３１と、生成された水に電圧を印加する霧化電極８３２と、霧化電極８３
２に対向して設けられた対極電極８３３とで構成されている。
【００５１】
　結露水生成部８３１は、冷却基板８３５ａと放熱基板８３５ｂとを有するペルチェ素子
８３５と、ペルチェ素子８３５の放熱基板８３５ｂに連接されたアルミニウム製の放熱フ
ィン８３６から成る。ペルチェ素子８３５には通電用のリード線８３５ｃとコネクタ８３
５ｄが接続されており、コネクタ８３５ｄを介して制御部７００と電気的に接続されてお
いる。ペルチェ素子８３５には制御部７００により０～１Ｖ程度の直流電流が印加される
。
【００５２】
　ペルチェ素子８３５の冷却基板８３５ａには尖鋭形状の霧化電極８３２が設置されてお
り、ペルチェ素子８３５の冷却基板８３５ａに結露した水が霧化電極８３２に搬送される
構成となっている。
【００５３】
　尖鋭形状の霧化電極８３２と対向する位置に、霧化電極８３２を包囲するように略ドー
ム状の対極電極８３３が配置されており、霧化電極８３２と対極電極８３３にはそれぞれ
通電用の接続端子８３２ａ、８３３ａが設けられており、接続端子８３２ａ、８３３ａを
介して制御部７００と電気的に接続されている。霧化電極８３２と対極電極８３３間には
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制御部７００により約３５００Ｖの直流電流が印加される。
【００５４】
　上記構成の静電霧化装置の動作、作用について次に説明する。
【００５５】
　制御部７００が所定の設定条件により静電霧化装置８００の駆動を開始させると、送風
機８２０と、ペルチェ素子８３５と、霧化電極８３２と、対極電極８３３への通電が開始
される。
【００５６】
　送風機８２０は、吸気口８２１から本体２００内から空気を吸引して静電霧化ユニット
８３０に向けて送風する。本体内の空気は便器内から吸引された湿気の多い空気が、本体
内に設置された熱交換器４６０やその他の駆動機構等の発熱により、多少昇温された状態
のものである。
【００５７】
　図６に示すように、静電霧化ユニット８３０に向けて送風された空気は、矢印Ｃ１に示
すように主にペルチェ素子８３５の冷却基板８３５ａと霧化電極８３２と対極電極８３３
の低温部へ向かって送風され、その後ほとんどは矢印Ｃ２、Ｃ３に示すようにダクトスペ
ース８１３を通過して吐出口８１４より本体２００よりトイレルーム内に放出される。
【００５８】
　静電霧化ユニット８３０を通過した一部は矢印Ｃ４に示すようにケース８１０の壁に当
たって上昇し静電霧化ユニット８３０の放熱フィン８３６を通過して矢印Ｃ５に示すよう
な循環経路を通って送風される、この経路を通過する空気は放熱フィン８３６の放熱によ
り昇温されたものであり、冷却基板８３５ａと霧化電極８３２と対極電極８３３の低温部
との温度差が拡大し結露性を向上することができる。
【００５９】
　静電霧化ユニット８３０に送給された空気はペルチェ素子８３５の冷却基板８３５ａに
接することにより空気中の水分が結露し結露水が生成される。生成された結露水は霧化電
極８３２の表面に送給され、霧化電極８３２と対極電極８３３間に約３５００Ｖの高電圧
を印加することで、結露水にレイリー分裂を生じさせ、ナノメートルサイズの帯電微粒子
水が発生する。
【００６０】
　すなわち、静電霧化ユニット８３０を通過後の空気は、ナノメートルサイズの帯電微粒
子水が含まれたものであり、吐出口８１４よりトイレルーム内に帯電微粒子水が放出され
る。吐出口８１４より放出された帯電微粒子水はトイレルーム空間に飛散してトイレルー
ム内に浮遊する臭気成分や、壁面や天井面や床面等に付着する。帯電微粒子水はナノメー
タサイズと非常に小さく壁表面の細孔内部に入り込むことが可能であることから壁表面に
付着した臭気成分やカビ類に対しても脱臭効果や防カビ効果が得られるのである。
【００６１】
　特に、ナノメータサイズの帯電微粒子水は、アンモニア、アセトアルデヒド、酢酸、メ
タン、一酸化炭素、一酸化窒素、ホルムアルデヒド等の臭気成分の分解除去と各種菌類へ
の殺菌効果を備えており、トイレルーム内に浮遊および壁面や床面に付着した臭気成分や
菌類に対して脱臭と除菌および殺菌の効果を発揮することができる。
【００６２】
　なお、本実施の形態における静電霧化装置８００の静電霧化ユニット８３０にはペルチ
ェ素子８３５を備えた結露水生成部８３１により空気中から水を供給しているが、水の供
給はこの方法に限るものではなく、予め貯水した水を霧化電極に供給する構成でも帯電微
粒子水の生成は可能である。
【００６３】
　＜４＞衛生洗浄装置の動作および作用
　次に、上記構成の衛生洗浄装置の動作および作用について説明する。
【００６４】



(9) JP 2012-144876 A 2012.8.2

10

20

30

40

　使用者がトイレルームに入室し、人体検知センサ３１０が人体を検知すると、人体検知
センサ３１０の信号により、制御部７００は便座便蓋回動機構を駆動して便蓋２１０を開
放するするとともに、便座２２０の便座ヒータへの通電を開始して便座２２０の着座面が
着座に適した４０℃程度になるように、１０秒以内に昇温させる。
【００６５】
　使用者が、便座２２０に着座すると、着座検知センサ２３０が着座を検知し、着座検知
センサ２３０の信号により、制御部７００は脱臭装置の６００の駆動を開始する。また、
制御部７００が着座信号を受信することにより、本体２００の操作スイッチ２４１および
リモートコントローラの操作スイッチ３０１により洗浄機能の操作が可能となる。脱臭装
置６００は、使用者の用便中および用便後の洗浄ノズル４１０を使用した洗浄動作中は駆
動を継続し、使用者が便座２２０から立ち上がり、トイレルームから退出し、人体検知セ
ンサ３１０が人体の検知を終了してから、所定時間経過後に駆動を停止する。
【００６６】
　人体検知センサ３１０が人体の検知を終了してから、所定時間経過して脱臭装置６００
の駆動が停止すると、制御部７００が静電霧化装置の８００の駆動を開始し、所定時間駆
動を継続した後に駆動を停止する。静電霧化装置８００の駆動中に使用者がトイレルーム
に入室し、人体検知センサ３１０が人体を検知した場合は、静電霧化装置８００の駆動を
停止する。
【００６７】
　また、使用者が便座２２０に着座しない男子小用の場合は、脱臭装置６００は駆動され
ないが、使用者のトイレルームからの退室後は、人体検知センサ３１０が人体の検知を終
了した直後から、静電霧化装置８００は駆動を開始し、所定時間後に停止する。
【００６８】
　上記のように、本実施の形態における衛生洗浄装置は、使用者が便座に着座する用便お
よび洗浄動作中は便器内の臭気を脱臭装置により脱臭することにより、トイレルーム全体
に悪臭が拡散することを抑制し、トイレルームの不使用時には静電霧化装置により帯電微
粒子水をトイレルーム空間に放散することにより、トイレルーム空間に浮遊している臭気
成分や、壁面、天井面、床面に付着している臭気成分を分解して臭気を除去することがで
きるとともに、トイレルーム内の各種菌類の除菌および殺菌することにより、トイレルー
ム内の臭気を長期間に亘り抑制し、衛生的に維持することができるものである。
【産業上の利用可能性】
【００６９】
　以上のように、本発明にかかる衛生洗浄装置は発生直後の臭気成分と蓄積された臭気成
分の両方の脱臭が可能となるので、衛生洗浄装置以外の脱臭装置等の用途にも適用できる
。
【符号の説明】
【００７０】
　１００　衛生洗浄装置
　１１０　便器
　２００　本体
　２２０　便座
　２３０　着座検知センサ
　３１０　人体検知センサ
　４００　洗浄ノズルユニット（洗浄手段）
　４５０　洗浄水供給機構（洗浄手段）
　４６０　熱交換器（洗浄手段）
　６００　脱臭装置
　８００　静電霧化装置
　８３１　結露水生成部
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